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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに熱交換が可能な乾流路および湿流路と、前記湿流路に設けられる液体供給手段と
、を備え、前記湿流路を流れる気体により前記湿流路に供給された液体が蒸発する際に気
化熱として周囲から熱を奪うことにより前記乾流路を流れる気体を加湿することなく冷却
する間接気化冷却装置と、
　吸湿流路と放湿流路と、前記吸湿流路と前記放湿流路との間に跨って回転するデシカン
トロータと、前記放湿流路に設けられる再生手段と、を備え、前記吸湿流路を流れる気体
に対し吸湿を行うとともに、前記放湿流路において前記デシカントロータの再生を行うデ
シカント調湿装置と、
　を備えた除湿システムであって、
　前記乾流路の入口と前記湿流路の出口とを屋外に連通させ、
　前記乾流路の出口と前記吸湿流路の入口との間に接続流路を接続し、
　前記放湿流路の出口と前記湿流路の入口との間に接続流路を接続し、
　前記放湿流路の入口と前記吸湿流路の出口とを屋内に連通させることを特徴とする除湿
システム。
【請求項２】
　前記吸湿流路の前記デシカントロータの上流側の部分と、前記放湿流路の前記デシカン
トロータの下流側の部分とで、熱伝導性部材により互いに熱交換を可能とする熱交換器が
設けられることを特徴とする請求項１記載の除湿システム。
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【請求項３】
　一端が前記吸湿流路の出口に連通し、他端が前記湿流路の入口に連通するように接続さ
れ、途中に流量調整弁を備えたバイパス流路が接続されることを特徴とする請求項１また
は２記載の除湿システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、間接気化冷却装置とデシカント調湿装置とを備えた除湿システムに関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、吸湿流路と放湿流路の二つの気体の流路と、この流路間に跨って回転するデ
シカントロータと、を備え、吸湿流路を流れる気体に対し吸湿（除湿）を行うとともに、
放湿流路においてデシカントロータの再生を行うデシカント調湿装置が知られている（例
えば特許文献１参照）。
【０００３】
　このデシカント調湿装置にあっては、吸湿能力を向上させようとすると、デシカントロ
ータを大きくする必要があり、装置の大型化、高コスト化を招いてしまう。そこで、単に
大型化して吸湿能力を向上させるのではなく、別の方法が考えられている。すなわち、デ
シカント調湿装置にあっては、吸湿流路に流入する気体の温度が低くなると、相対湿度が
上昇し、吸湿量が増加するものである。このため、吸湿流路に流入する気体の温度を容易
な構成で低下させることができれば、デシカント調湿装置の大型化、高コスト化を抑えつ
つ、吸湿能力を向上させることができる。
【０００４】
　そして、簡単な構成の冷却装置である間接気化冷却装置が知られている（例えば特許文
献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－１６４２０３号公報
【特許文献２】特開２００８－１０１８９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　間接気化冷却装置は、互いに熱交換が可能な乾流路および湿流路の二つの気体の流路と
、湿流路に設けられる液体供給手段と、を備え、湿流路を流れる気体により該湿流路に供
給された液体が蒸発する際に気化熱として周囲から熱を奪うことにより、乾流路を流れる
気体が冷却されることで、乾流路を流れる気体を加湿することなく冷却するものであり、
この簡単な構成の間接気化冷却装置をデシカント調湿装置に組み合わせ、吸湿能力を向上
させた除湿システムが望まれるものであった。
【０００７】
　本発明は上記従来の問題点に鑑みて発明したものであって、その目的とするところは、
簡単な構成の間接気化冷却装置をデシカント調湿装置に組み合わせ、吸湿能力を向上させ
た除湿システムを提供することを課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、請求項１に係る発明は、
　互いに熱交換が可能な乾流路１１および湿流路１２と、湿流路１２に設けられる液体供
給手段１３と、を備え、湿流路１２を流れる気体により湿流路１２に供給された液体が蒸
発する際に気化熱として周囲から熱を奪うことにより乾流路１１を流れる気体を加湿する
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ことなく冷却する間接気化冷却装置１と、
　吸湿流路２１および放湿流路２２と、吸湿流路２１と放湿流路２２との間に跨って回転
するデシカントロータ２０と、放湿流路２２に設けられる再生手段２３と、を備え、吸湿
流路２１を流れる気体に対し吸湿を行うとともに、放湿流路２２においてデシカントロー
タ２０の再生を行うデシカント調湿装置２と、
　を備えた除湿システムであって、
　乾流路１１の入口と湿流路１２の出口とを屋外に連通させ、
　乾流路１１の出口と吸湿流路２１の入口との間に接続流路を接続し、
　放湿流路２２の出口と湿流路１２の入口との間に接続流路を接続し、
　放湿流路２２の入口と吸湿流路２１の出口とを屋内に連通させることを特徴とする。
【０００９】
　このように、簡単な構成の間接気化冷却装置をデシカント調湿装置に組み合わせて、吸
湿能力を向上させることができる。
【００１０】
　請求項２に係る発明は、請求項１に係る発明において、
　吸湿流路２１のデシカントロータ２０の上流側の部分と、放湿流路２２のデシカントロ
ータ２０の下流側の部分とで、熱伝導性部材により互いに熱交換を可能とする熱交換器２
４が設けられることを特徴とする。
【００１１】
　これにより、吸湿流路２１に流入しデシカントロータ２０を通過するにあたりより一層
低湿度となる。
【００１２】
　請求項３に係る発明は、請求項１または２に係る発明において、一端が吸湿流路２１の
出口に連通し、他端が湿流路１２の入口に連通するように接続され、途中に流量調整弁３
８を備えたバイパス流路３７が接続されることを特徴とする。
【００１３】
　これにより、より細やかな制御を行うことができる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の除湿システムにあっては、デシカント調湿装置に簡単な構成の間接気化冷却装
置を組み合わせることで吸湿能力を向上させるため、装置の大型化、高コスト化を抑える
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の第一の実施形態の概略構成図である。
【図２】本発明の第二の実施形態の概略構成図である。
【図３】第二の実施形態における運転を説明するフロー図である。
【図４】運転の一部を説明するフロー図である。
【図５】運転の一部を説明するフロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の一実施形態に基いて説明する。まず、間接気化冷却装置とデシカント調
湿装置について説明する。
【００１７】
　間接気化冷却装置は、乾流路と湿流路の二つの流路を備え、この流路間で熱交換を行う
ものである。乾流路と湿流路の間には、熱伝導性部材が介在しており、この熱伝導性部材
により、各流路を流れる気体間で熱交換が行われる。湿流路には、液体供給手段および液
体保持手段が設けられ、液体供給手段により液体が供給され、供給された液体は液体保持
手段により保持される。液体保持手段において、液体は、湿流路を流れる気体と直接接触
可能に保持される。



(4) JP 5932439 B2 2016.6.8

10

20

30

40

50

【００１８】
　この間接気化冷却装置は、乾流路に冷却対象となる気体を流通させ、湿流路には、相対
湿度が１００％未満の気体を流通させるのであるが、この気体の相対湿度は低い程好まし
いものである。そして、液体保持手段により供給された液体が液体保持手段に保持された
状態で、乾流路と湿流路とに気体が流れると、湿流路において、液体保持手段に保持され
ている液体が湿流路を流れる気体により気化されていく。この時、液体保持手段に保持さ
れている液体が蒸発する際に気化熱として周囲から熱を奪うことにより、乾流路を流れる
気体も冷却される。これにより、乾流路を流れる気体は、加湿されることなく冷却される
ものである。
【００１９】
　間接気化冷却装置としては、特許文献１に記載されたものが利用可能であるが、特にこ
れに限定されない。間接気化冷却装置の一具体例について概略説明する。本例では、乾流
路と湿流路とを、セルロース系紙に、通気性を有さず熱伝導性を有する合成樹脂製フィル
ムを貼り合わせた仕切りにて、セルロース系紙が湿流路側に面するようにして仕切る。セ
ルロース系紙が液体保持手段として機能し、合成樹脂製フィルムが熱伝導性部材として機
能する。この場合、液体が蒸発する際に乾流路を流れる気体が奪われる熱は、主に、湿流
路の乾流路側の壁面に保持されていた液体が、気化熱として、乾流路から直接的に奪う熱
であるが、液体が蒸発する際に湿流路から熱を奪うことで湿流路の温度が低下し、これに
より奪われる熱もある。
【００２０】
　液体供給手段は、チューブと、ポンプと、ポンプを駆動するモータ等の駆動手段と、駆
動手段を制御するマイクロコンピュータ等からなる制御部と、タンク等の液体貯留部と、
を備える。チューブの一端は液体貯留部に接続され、チューブの他端は湿流路のセルロー
ス系紙付近に配置される。
【００２１】
　この乾流路と湿流路は交互に積層され、各乾流路の入口および出口、各湿流路の入口お
よび出口はそれぞれ一つの入口および出口に集約される。
【００２２】
　乾流路と湿流路には、それぞれ送風手段が設けられる。送風手段は、ファンと、ファン
を駆動するモータ等の駆動手段と、駆動手段を制御するマイクロコンピュータ等からなる
制御部と、を備える。
【００２３】
　乾流路と湿流路とを流れる気体の流量と、湿流路に供給される液体の流量を制御部によ
り制御することで、乾流路を流れて得られる冷却空気の量、温度がある程度調節可能とな
っている。
【００２４】
　また、湿流路を流れる気体中の蒸気が結露して液体となった場合に、この液体を排出す
る排出手段を備えている。この排出手段としては、湿流路と外部とを連通する流路となる
管等を備え、途中に逆止弁やポンプを有するものが用いられるが、特に限定されない。
【００２５】
　なお、上記のような間接気化冷却装置は一例であってこれに限定されない。また、液体
としては水が好適に用いられるが、他の液体が用いられてもよく、この場合には揮発性の
高い液体が好ましい。また、乾流路と湿流路とを流れる気体は空気が好適に用いられるが
、特に限定されない。
【００２６】
　デシカント調湿装置は、放湿流路と吸湿流路とからなる二つの流路と、この流路間に跨
って回転するデシカントロータと、デシカントロータを駆動するモータ等の駆動手段と、
駆動手段を制御するマイクロコンピュータ等からなる制御部と、を備え、吸湿流路を流れ
る気体に対し吸湿を行うとともに、放湿流路を流れる気体に対し放湿を行うものである。
デシカントロータは、通常は円盤状をしたもので、その中心軸（回転軸）方向に通気性を
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有する。なお、デシカントロータは円盤状に限定されない。そして、デシカントロータの
表面に吸湿材（デシカント）が担持されている。また、放湿流路には、デシカントロータ
の上流側に、デシカントロータを再生するための加熱手段からなる再生手段を備えている
。加熱手段（再生手段）としては、例えば気－液熱交換器と、熱媒と、循環路と、ポンプ
と、ポンプを駆動するモータ等の駆動手段と、熱媒を加熱するガスバーナ等の加熱部と、
を備えた温水コイルが好適に用いられるが、特に限定されず、電熱ヒータ等であってもよ
い。
【００２７】
　二つの流路には、それぞれ送風手段が設けられる。送風手段は、ファンと、ファンを駆
動するモータ等の駆動手段と、駆動手段を制御するマイクロコンピュータ等からなる制御
部と、を備えている。
【００２８】
　なお、上記に加え、二つの流路間に跨って回転する顕熱交換ロータと、顕熱交換ロータ
を駆動するモータ等の駆動手段と、駆動手段を制御するマイクロコンピュータ等からなる
制御部と、を備えていてもよい。顕熱交換ロータは、吸湿流路のデシカントロータよりも
上流側の部分と、放湿流路のデシカントロータよりも下流側の部分に跨るように回転する
。また、顕熱交換ロータに代えて、間に熱伝導性部材を介在させて二つの流路を仕切る一
般的な熱交換器を備えてもよい。
【００２９】
　このデシカント調湿装置は、除湿対象とする気体を吸湿流路に流通させ、除湿対象とな
る気体がデシカントロータを通過すると、吸湿材に液体の蒸気が吸収され、除湿された気
体となって流出する。放湿流路においては、再生手段（加熱手段）によりデシカントロー
タが加熱され、気体がデシカントロータを通過する際、デシカントロータが吸湿材が吸収
していた液体を気体中に蒸気として放出し、吸湿材が再生される。
【００３０】
　また、顕熱交換ロータを備えている場合には、顕熱交換ロータを回転させることで、放
湿流路から流出する気体から熱を奪うとともに吸湿流路に流入する気体に放熱し、熱の回
収が行われる。顕熱交換ロータでなく一般的な熱交換器の場合も同様である。
【００３１】
　吸湿流路と放湿流路とを流れる気体の流量と、加熱手段による加熱量と、場合によって
はデシカントロータの回転速度を制御部により制御することで、吸湿流路から流出する除
湿気体の量、湿度が調節可能である。
【００３２】
　なお、上記のようなデシカント調湿装置は一例であって、これに限定されない。
【００３３】
　以下、本発明の除湿システムの第一の実施形態について図１に基づいて説明する。
【００３４】
　間接気化冷却装置１の乾流路１１および湿流路１２、デシカント調湿装置２の吸湿流路
２１および放湿流路２２は、送風手段による送風方向が定まっており、入口および出口が
固定されている。湿流路１２には、流路の途中に液体供給手段１３および液体保持手段（
不図示）、排出手段１４が設けられ、出口に第一の温湿度センサ１５が設けられている。
放湿流路２２には、再生手段２３が設けられている。
【００３５】
　また、吸湿流路２１のデシカントロータ２０の上流側の部分と、放湿流路２２のデシカ
ントロータ２０の下流側の部分とで、熱伝導性部材により互いに熱交換を可能とする熱交
換器２４が設けられている。なお、熱交換器２４は任意の構成である。また、吸湿流路２
１の出口に、第二の温湿度センサ２５が設けられている。
【００３６】
　温湿度センサ１５、２５は、温度と相対湿度を検出し、これらから絶対湿度を求めるこ
とができるもので、この点に関しては広く知られているため説明を省略する。
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【００３７】
　また、マイクロコンピュータからなり、間接気化冷却装置１とデシカント調湿装置２と
を制御するとともに、別の温水暖房システムに対し熱媒の供給を指令する、この除湿シス
テム全体の制御部を備えている。そして、除湿システムの運転の開始／停止、除湿レベル
（例えば強、中、弱等による目標温度）の設定や直接目標湿度（絶対湿度、相対湿度）の
設定を行う操作部が設けられている。　
【００３８】
　乾流路１１の入口には、先端が屋外の大気に連通する大気開放端となる外気吸入流路３
１が接続される。
【００３９】
　湿流路１２の出口には、先端が屋外の大気に連通する大気開放端となる外気連通流路３
２が接続される。
【００４０】
　乾流路１１の出口と吸湿流路２１の入口との間には接続流路３３が接続され、放湿流路
２２の出口と湿流路１２の入口との間には接続流路３４が接続される。
【００４１】
　吸湿流路２１の出口には、先端が屋内の空間に連通する内気開放端となる内気連通流路
３５が接続され、放湿流路２２の入口には、先端が屋内の空間に連通する内気開放端とな
る内気吸入流路３６が接続される。
【００４２】
　外気は、外気吸入流路３１を介して乾流路１１に流入し、間接気化冷却装置１により加
湿されることなく冷却され、接続流路３３を介してデシカント調湿装置２の吸湿流路２１
に流入する。そして、熱交換器２４により更に冷却され、デシカントロータ２０を通過す
る際に吸湿されて低湿度となり、内気連通流路３５を介して屋内へ供給される。
【００４３】
　内気は、内気吸入流路３６を介してデシカント調湿装置２の吸湿流路２１に流入し、デ
シカントロータ２０を通過する際に放湿され、接続流路３４を介して間接気化冷却装置１
の湿流路１２に流入する。そして、湿流路１２を通過する際に、水保持手段により保持さ
れていた水が気化して生成される水蒸気を含んで、外気連通流路３２を介して屋外へ排出
される。湿流路１２に流入する気体は高湿度となっている上に湿流路１２で更に蒸気を含
むが、排出手段１４を備えているため、結露により支障をきたすことはない。
【００４４】
　第一の実施形態においては、主に夏期に、換気するとともに、取り入れる外気を除湿し
て供給するものである。この時、湿流路１２に流入する気体が充分に冷却されて、相対湿
度が低くなって屋内に供給され、高い除湿能力が得られるものである。
【００４５】
　次に、第二の実施形態について図２に基づいて説明する。第二の実施形態においては、
間接気化冷却装置１とデシカント調湿装置２は第一の実施形態と同じであり、流路構成の
一部が異なるため、同じ部分については同符号を付して説明を省略し、異なる部分につい
て説明する。
【００４６】
　第二の実施形態においては、第一の実施形態の構成に加え、一端が吸湿流路２１の出口
に連通し、他端が湿流路１２の入口に連通するように接続されるバイパス流路３７を備え
るものである。具体的には、一端が内気連通流路３５に接続され、他端が接続流路３４に
接続されている。そして、途中に流量調整弁３８が設けられる。
【００４７】
　外気は、外気吸入流路３１を介して乾流路１１に流入し、間接気化冷却装置１により加
湿されることなく冷却され、接続流路３３を介してデシカント調湿装置２の吸湿流路２１
に流入する。そして、熱交換器２４により更に冷却され、デシカントロータ２０を通過す
る際に吸湿されて低湿度となる。そして、一部が分岐してバイパス流路３７を流れていき
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、残りが内気連通流路３５を流れて屋内へ供給される。
【００４８】
　内気は、内気吸入流路３６を介してデシカント調湿装置２の吸湿流路２１に流入し、デ
シカントロータ２０を通過する際に放湿され、接続流路３４へと流れる。そして、バイパ
ス流路３７を流れてきた低湿度の気体と合流して、間接気化冷却装置１の湿流路１２に流
入する。この時、放湿流路２２を流れる際に放湿されて接続流路３４を流れてきた高湿度
の気体は、接続流路３４を流れてきた低湿度の気体との混合により湿度が低下する。そし
て、湿流路１２を通過する際に、水保持手段により保持されていた水が気化して生成され
る水蒸気を含んで、外気連通流路３２を介して屋外へ排出される。湿流路１２に流入する
気体は高湿度となっている上に湿流路１２で更に蒸気を含むが、排出手段１４を備えてい
るため、結露により支障をきたすことはない。
【００４９】
　このように、第二の実施形態では、低湿度となった気体により湿流路１２に流入する気
体の湿度を低下させ、間接気化冷却装置１での冷却能力の低下を抑えるものである。以下
、第二の実施形態における運転のフローについて図３～図５に基づいて説明する。
【００５０】
　運転をスタートさせると（Ｓ１）、制御部は、設定されている除湿レベルに応じた目標
湿度（絶対湿度）ｈ０（直接目標湿度を設定する場合には設定されている目標湿度）が設
定される（Ｓ２）。
【００５１】
　間接気化冷却装置１の動作を開始し、送風手段を動作させ、液体供給手段１３および排
出手段１４を動作させる（Ｓ３）。デシカント調湿装置２の動作を開始し、温水暖房シス
テムに対し所望の熱媒を要求し、デシカントロータ２０を動作させる（Ｓ４）。図３のフ
ロー図中のＡ部を図４に示す。
【００５２】
　第二の温湿度センサ２５により吸湿流路２１の出口における絶対湿度ｈ１を検出する（
Ｓ５）。そして、（Ｓ５）が実行されてから所定時間Ｔｉ１が経過したか否かが判定され
（Ｓ６）、所定時間Ｔｉ１が経過していない場合には再度（Ｓ６）が実行され、所定時間
Ｔｉ１が経過している場合には第二の温湿度センサ２５により吸湿流路２１の出口におけ
る絶対湿度ｈ２が検出される（Ｓ７）。そして、絶対湿度ｈ１と絶対湿度ｈ２との差の絶
対値と、閾値ｄとの比較が行われ（Ｓ８）、絶対湿度ｈ１と絶対湿度ｈ２との差の絶対値
が閾値ｄより大きければ、再度（Ｓ５）が実行され、絶対湿度ｈ１と絶対湿度ｈ２との差
の絶対値が閾値ｄ以下であれば、ステップ（Ｓ９）へ移行する。
【００５３】
　絶対湿度ｈ２と目標絶対湿度ｈ０との比較が行われ（Ｓ９）、絶対湿度ｈ２が目標絶対
湿度ｈ０より高い場合には、ステップ（Ｓ１０）へと進む。図３のフロー図中のＢ部以降
を図５に示す。
【００５４】
　第一の温湿度センサ１５により吸湿流路２１の出口における相対湿度Ｈ３′を検出し（
Ｓ１０）、流量調整弁３７における開度レベルを１段階上げる（Ｓ１１）。（Ｓ１１）が
実行されてから所定時間Ｔｉが経過したか否かが判定され（Ｓ１２）、所定時間Ｔｉが経
過していない場合には再度（Ｓ１２）が実行され、所定時間Ｔｉが経過している場合には
第一の温湿度センサ１５により吸湿流路２１の出口における相対湿度Ｈ４′を検出する（
Ｓ１３）。そして、相対湿度Ｈ３′と相対湿度Ｈ４′との比較が行われ（Ｓ１４）、相対
湿度Ｈ３′が相対湿度Ｈ４′より高くない場合にはステップ（Ｓ１１）へ戻り、相対湿度
Ｈ３′が相対湿度Ｈ４′より高い場合には、ステップ（Ｓ９）へと戻る。
【００５５】
　そして、絶対湿度ｈ２が目標絶対湿度ｈ０より高くない場合には、第一の温湿度センサ
１５により吸湿流路２１の出口における相対湿度Ｈ１′を検出し（Ｓ１５）、流量調整弁
３７における開度レベルを１段階下げる（Ｓ１６）。（Ｓ１６）が実行されてから所定時
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再度（Ｓ１７）が実行され、所定時間Ｔｉが経過している場合には第一の温湿度センサ１
５により吸湿流路２１の出口における相対湿度Ｈ２′を検出する（Ｓ１８）。そして、相
対湿度Ｈ１′と相対湿度Ｈ２′との比較が行われ（Ｓ１９）、相対湿度Ｈ２′が相対湿度
Ｈ１′より高くない場合にはステップ（Ｓ１６）へ戻り、相対湿度Ｈ２′が相対湿度Ｈ１
′より高い場合には、ステップ（Ｓ９）へと戻る。以降、運転の停止までこのフローが繰
り返される。なお、上記運転は一例であり、特に限定されない。
【００５６】
　第二の実施形態においても、第一の実施形態と同様、主に夏期に、換気するとともに、
取り入れる外気を除湿して供給するものであり、、湿流路１２に流入する気体が充分に冷
却されて、相対湿度が低くなって屋内に供給され、高い除湿能力が得られるものである。
そして、第一の実施形態と比べ、より細やかな制御を行うことができる。
【符号の説明】
【００５７】
　１　　間接気化冷却装置
　１１　乾流路
　１２　湿流路
　１３　液体供給手段
　１４　排出手段
　１５　温湿度センサ
　２　　デシカント調湿装置
　２０　デシカントロータ
　２１　吸湿流路
　２２　放湿流路
　２３　再生手段
　２４　熱交換器
　２５　温湿度センサ
　３１　外気吸入流路
　３２　外気連通流路
　３３～３４　接続流路
　３５　内気連通流路
　３６　内気吸入流路
　３７　バイパス流路
　３８　流量調整弁



(9) JP 5932439 B2 2016.6.8

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】

【図５】



(10) JP 5932439 B2 2016.6.8

10

フロントページの続き

(74)代理人  100136696
            弁理士　時岡　恭平
(74)代理人  100162248
            弁理士　木村　豊
(72)発明者  田口　雅旦
            大阪市中央区平野町四丁目１番２号　大阪瓦斯株式会社内

    審査官  田中　一正

(56)参考文献  特開２００９－１５４８６２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－１３９３３３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１１－１７３６１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－１７６８４２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｆ２４Ｆ　　　３／１４７　　　
              Ｆ２４Ｆ　　　５／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

